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2025 年度事業報告 

 

1. 2025年度事業活動方針と重点取組事項 

2025 年度は重点取組事項を見直し、次の 3 つの事業活動方針の下、6 つの重点取組項目

を掲げ、4 事業を推進した。 

1.1 事業活動方針 

JECTEC が保有する電線・ケーブルの評価や研究開発による技術・ノウハウの蓄積を活

用し、試験、認証、調査研究、研修事業等を通じ、安全・安心の社会の構築、環境に優しい

技術の発展など、社会の多様なニーズに応えることを目指す。 

① 電線・ケーブルの第三者評価機関として、信頼性の高い受託試験や認証サービスの提

供を行う。 

② 電線産業に係る人材育成や調査研究等の技術サポート機能の充実を図る。 

③ JECTEC の経営基盤の強化・安定化を目指すとともに、人材の育成を図る。 

1.2 重点取組事項 

① 不適合事案等に対する徹底した再発防止策および継続した教育を実施し、試験品質等

の向上を図る。 

② 中期事業計画を策定し、事業基盤強化・安定化に資する。 

③ DX を推進し、作業の効率化に取り組む。 

④ 電線業界のニーズを把握し、研修・セミナーの企画・運営を行う。 

⑤ 試験評価技術の向上、環境・製品安全に繋がる調査、研究に取り組む。 

⑥ 職場環境の改善、安全文化の醸成に取り組む。 

 

2. 全体概要 

各事業では、2025 年度の事業活動方針および重点取組事項を念頭に実施しており、今年

度の主な事業活動の進捗は次のとおりである。 

【認証事業】 

各認証事業の実績は、JIS 認証業務は 53 規格（計画対比 90%）、PSE 適合性検査業務は

110件（計画対比 79%)、耐火・耐熱電線等の認定等業務は全品種合計 61件（計画対比 113%）

であり、認証事業全体の売上は 97 百万円（予算対比 97%）であった。また、認証のための

製品試験に係る産業標準化法試験事業者登録制度における登録試験事業者(JNLA 試験所）

の登録更新審査が昨年 8 月に行われ登録の更新が認可された。 

試験品質の向上として、電気用品安全法の技術基準および電線の試験規格の改正に伴う

試験手順書並びに PSE 適合性検査に用いる試験記録書の見直しを完了した。試験装置の更

新や試験者の追加による「測定の不確かさ」の再見積は、投影機など 4 試験について完了し

た。 



 

新規事業として検討している GHG 関連事業の参入に関しては、GHG 排出量算定・検証

に関するニーズ、必要とされるシーズ調査をヒアリングにて行うとともに、GHG セミナー

を開催した。なお、第三者検証業務の内容を理解するため、検証機関に作業の見学・立会を

要請し、了承を得、第三者検証を受審する企業を探索した。 

技能試験（試験所間比較試験）については、発煙濃度試験を JECTEC の主催で実施した。

参加者の技能レベルをＺスコアとして取りまとめ、レポートを作成し、参加者に結果を報告

した。 

標準化に関しては、前年度同様、IEC や ISO の作業部会および国内委員会に参加し、審

議事項や得られた知見を JCMA 等の国内規格作成団体にフィードバックするとともに、

JECTEC NEWS 等の媒体を通じて、会員各社に発信した。 

【試験事業】 

試験事業収入は 316 百万円（予算対比+28 百万円、110％）の見込みと堅調であった。受

託件数は約 1000 件と例年並みであるが、上期に事故調査、下期に耐候性試験など単価の高

い試験を受託できたことが収入の増加要因である。 

試験品質の向上を目指した「新試験管理システム」は、システムへの登録に予想以上に手

間取ったため、マスター入力に長けた人員を専任者とすることで、スピードアップを図った

が目標とした登録数の達成には至らなかった。紙の試験依頼書を電子化し、業務効率化およ

び不適合を防ぐことを目的に新たに導入する計画である「WEB 受付システム」（名称

「Ligare」）は、プロトタイプが完成した。細部の詰めとデバックを行い 2026 年度から会員

社に向けて試験運用を開始する予定である。 

毎年参加しているフランス CERTIFER 主催の試験所間比較プログラムにおいては、試験

所間比較において、２σを外れたデータがあったが、その原因が試験体の判定方法に誤りが

あったことが判明したため、手順書を修正した。 

試験員の人員配置の柔軟性を上げるために、1 試験に 2 人以上の試験者認定を目標として

認定数の拡大を図っており、目標の 6 試験の認定を行った。 

試験事業の安定化を目的に大型排ガス処理施設の延命を図るリフレッシュ計画を策定し、

2025 年度は、主に廃液等のタンク類の更新を行った。 

試験価格については、全体的な一律アップではなく、不採算の試験についての価格改定を

行うため、算出基準を定め、新たな基準に基づく試験価格を垂直トレイ・一条燃焼などに適

用した。 

【研究事業】 

新規研究テーマに関して、会員社にアンケート調査を行ない、上位３テーマである「代替

材料（ATO 代替難燃剤）」、「XLPE 代替 PP 電線の調査」、「アルミ線の技術動向調査」を新

研究テーマとすることとした。実施内容とスケジュールを立案し、上期は「代替材料（ATO

代替難燃剤）」についての活動を開始した。加えて、下期は「XLPE 代替 PP 電線の調査」を

開始した。「アルミ線の技術動向調査」については 2026 年度から実施予定である。 

なお、「耐候性試験」、「リサイクル技術調査」、「化学物質規制の最新動向調査」について

は継続して実施した。 

【広報・研修事業】 

昨年度に実施した研修会でのアンケート結果を受け、2025 年度は、「電線技術者初級研修



 

会」を講義と実習の 2 回に分けて講義や実習内容を追加し実施した。また、昨年度応募が多

かった「電線製造工程研修会」については、開催を 2 回に増やし、そのうち 1 回は「伸線・

撚線工程特化型研修（新規）」とし、2 月に実施した。会員社を中心とした顧客との技術交

流を目的とした技術交流会を新規に企画し、昨年 10 月に実施した。新しく試みた屋台村方

式のポスター形式の活動事例発表および現場見学会を実施し、参加者からはアンケート調

査において満足できたとの回答を多く受けることができた。また、研究発表会を 3 月に開

催し、燃焼および環境の 2 つの分野の調査・研究について、招待講演 2 件を含めて、全 6 件

の発表を実施し、参加者と活発な意見交換を行うことができた。昨年度全面リニューアルし

た JECTEC のホームページに、目的とする受託試験のページを素早く見つけるため検索機

能を追加した。会員社サービスの向上、新規顧客獲得を目指し、会員社を 12 社訪問し、

JECTEC の活動状況や最新サービス情報を提供し、意見交換を実施した。 

2.1 センター運営 

2.1.1 中期事業計画の策定 

センターは、電線・ケーブル類の試験、検査及び認証を行う公正・公平な第三者機関とし

て、安定した経営基盤のもと信頼性の高いサービスを提供するため、2026 年度から 2030 年

度までの中期事業計画を策定した。SWOT、3C 等のツールを用いた現状分析に基づく事業

戦略や燃焼試験設備の安定稼働および処理能力向上を目的とした中型排ガス処理設備の導

入を含む 2030 年度までの設備投資・保守修繕計画を策定した。また、各年度において推定

される売上を含めた経常収益および人員計画や設備関連経費等を反映した経常費用に基づ

く中期事業計画を取りまとめた。管理すべき財務指標として、自己資本比率（正味財産比率）、

流動比率及び固定長期適合率を抽出し目標値を設定した。 

2.1.2 中期事業計画の概要 

JECTEC は、2030 年に向けて「安心・安全で環境に配慮した持続可能な社会に貢献し、

業界になくてはならない技術屋集団」となることをビジョンとした。 

(1) 事業戦略と市場拡大 

成長分野として「原子力」、「鉄道」、「自動車」および「データセンター」を特定し、試験

需要の取り込みを図る。特に自動車分野における電線を含む部品の評価試験や、AI 普及に

伴うデータセンター向けケーブル試験の受注拡大に注力する。また、新たな認証分野として

配線器具（PSE）や JIS 認証の拡充、急成長する GHG 妥当性確認・検証事業への参入等に

よって、収益基盤の強化を図る。 

(2) 基盤整備と人員計画 

設備の老朽化対策として、中型排ガス処理設備の導入など 5 年間で約 4.6 億円の設備投

資を行い、試験実施体制を強化する。人材面では、2026 年度以降、技術要員 7 名を新規採

用する計画である。 

(3) 財務目標 

自己資本比率 80％以上の維持を目標とし、外部資金に依存しない健全な経営を継続する。

受託試験収入で年 3％の成長を目指し、適切な設備投資と人材確保を行いながらも、各年度

での一般正味財産増減額のプラスを確保する計画である。 



 

2.1.3 職員の人材育成 

組織内における各職位の役割を明確化し、職員にキャリアアップのための主体的な取り

組みを促すことを目的に、2026 年度に職員のキャリアパス制度を導入することを目標に継

続して検討した。 

2025 年度は、試験・研究事業および認証事業の要員を対象としたキャリアパスをそれぞ

れ策定するとともにキャリアの各段階における要求スキルおよびスキル獲得のための教育

ツールを特定した。 

今後は、キャリアパスと現在の技術要員の職位およびスキル獲得状況の整合性を確認し

たうえで、キャリアパス制度を文書化する計画である。 

【キャリアパス制度の概要】 

職員の適性に応じた 2 つのコースを設定する。正確な技能で現場を支える「マイスター

コース」と、深い知識と論理で妥当性を証明する「スペシャリストコース」を同格に扱い各

自の強みを最大化する。これにより、JECTEC の信頼性を担保する専門家集団を育成する。 

 2026 年度のパイロット運用を経て、2 年目以降本格導入する計画である。さらに、技術

職員の専門性を可視化し、客観的な評価を行うため、従来の試験者認定を拡張し、B（基本）、

A（応用）、S（高度）の 3 段階の認定制度を創設する。 

2.1.4 その他 

安全については、KYT 活動、2S3 定活動、指差呼称定着活動などを継続して推進し、昨

年度に引き続き、無事故・無災害を達成した。 

情報セキュリティについては、「情報セキュリティ年度計画」に従い、情報資産管理の利

便性を高めるため、クラウドサーバーからオンプレサーバーに変更し、規程についても見直

しを行った。また、攻撃型メールへの対応など、情報端末・ネットワークのセキュリティ強

化を計画的に実施するとともに、引き続き IT 関連教育を継続的に実施し、職員の情報セキ

ュリティリテラシーの向上を図った。 

人材については、若手職員等の採用に向けたリクルート活動を行い、紹介予定派遣社員

1 名を採用、また、2026 年 4 月に高卒 1 名を採用する。 

2.1.5 事業活動収支 

2025 年度の事業収入は 416 百万円（対前年度比 103%、対予算比 108%）であり、順調

に推移した。内訳として、認証事業収入は 97 百万円（対前年度比 117%、対予算比 97%）

であり、JIS 認証の更新が繁忙期となる中、まずまず堅調であった。また、試験事業収入は

316 百万円（対前年度比 100%、対予算比 111%）であり、こちらも昨年度に引続き好調に

推移した。補助金収入と雑収入を加えた実施事業活動収入は、424百万円（対前年度比103%、

対予算比 106%）となった。実施事業活動支出は 493 百万円（対前年度比 107%、対予算比

104%）であった。 

会費収入を含めた JECTEC 全体の損益は、経常収益が 586 百万円、経常費用が 579 百万

円（対予算比は各々105%、104%）、一般正味財産増減額は 7 百万円（前年度比▲3）とな

った。 

 

  



 

3. 認証事業 

3.1 製品認証 

2025 年度の製品認証業務の受注件数は、JIS 認証業務 53 規格（予算対比 90%）、PSE 適

合性検査業務 110 件（予算対比 79%）、耐火・耐熱電線等の認定等業務は全品種合計で 61

件（予算対比 113%）、全体の売上は 97 百万円（予算対比 97%）となった。耐火・耐熱電線

等の申請は、認定の有効期限が切れる案件の前倒しによる実施が増えたため、計画よりも多

く申請が行われたが、PSE 適合性検査が、申請者による品種の絞り込みや海外メーカから

の申請が当初の見込みより落ち込み、認証事業全体の売上は当初の目標金額を達成するこ

とができなかった。また、認証のための製品試験に係る JNLA 試験所（産業標準化法試験事

業者登録制度）の登録更新審査を受け、8 月に更新が認められた。JIS 認証に関して、過去

１度も申請がなく、他の認証機関でも認証実績のない 11 の製品規格について認証範囲から

除外することの是非を問うアンケート調査を会員社に対して行った。回答があった会員社の

9 割以上が除外しても差し支えはないと回答したことから、2026 年度度当該製品規格につ

いて認証範囲からの除外申請を行う予定である。なお、今後多くの取得要望があれば、改め

て認定範囲に追加することとしたい。 

3.2 試験品質の向上 

(1) 基準、規格改正に伴う試験手順書見直し 

「電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈について」の一部改正および JIS C3005

「ゴム・プラスチック絶縁電線試験方法」の改正に伴い、電気用品関連の試験手順書の見

直しを実施し、完了した。 

(2) PSE 適合性検査に用いる試験記録書の見直し 

PSE適合性検査の製品試験では、独自にプログラムを組んだExcelの記録書を作成し、

使用している。今年度、全記録書の見直しを実施し、プログラムが正常に機能することの

検証作業を完了した。 

(3) 測定の不確かさの再見積 

投影機、引張試験機、LCR メータ、ネットワークアナライザ、燃焼時発生ガス試験機

について測定の不確かさの推定を行う計画に対して、引張試験機以外については、実験結

果から測定の不確かさを算出し、JECTEC の技術レポート（社内品質文書）を作成した。

なお、実施することのできなかった引張試験機については2026年度実施することとした。 

(4) 技能試験（試験所間比較試験）の実施 

JIS C 3612「 600V 耐燃性ポリエチレン絶縁電線発煙濃度試験方法」の 附属書 A に

規定された発煙濃度試験に関する技能試験を主催した。技能試験には、JECTEC を含む

4 社が参加し、各参加者の技能レベルを Z スコアで評価したうえで、参加試験所に結果

を報告した。JECTEC の Z スコアは良好であり、試験精度が確保されていることが確認

できた。 

3.3 GHG関連事業参入 

認証部、広報・研修部および経営企画部において、業界に貢献でき、新たな収益をもたら

す事業形態を検討している。GHG 排出量算定・検証に関するニーズ調査、必要とされるシ

ーズ調査をヒアリング等により行っている。さらに、第三者検証業務の内容を理解すること



 

を目的に、国内の検証機関に作業の見学・立会を要請し、2026 年度国内メーカにおける検

証作業に立会う予定である。2026 年度も引き続き調査を継続し、当該事業の方向性を決め

るための情報収集を実施する。 

3.4 標準化への取組 

昨年度に引き続き、IEC や ISO の作業部会および国内委員会に参加し、審議事項及び得

られた知見を JCMA 等の国内規格作成団体にフィードバックするとともに、JECTEC 

NEWS 等の媒体を通じて、会員各社に発信した。 

 

4. 試験・研究事業 

試験品質の向上と試験技能の伝承および安全向上・作業環境改善を本年度も継続し一層

定着させるとともに、今後の JECTEC を安定かつ持続的に成長させるための取り組みも交

えて活動を推進した。 

4.1 試験事業 

今年度の試験事業収入は 316 百万円（予算比+110%）となった。受託試験の件数は 1,024

件となり例年より若干多く、かつ上期の事故調査、下期の耐候性試験案件など単価の高い試

験を受託できたことが要因である。 

重点取組事項として不適合事案等に対する徹底した再発防止策および継続した教育を実

施し、試験品質等の向上を図った。 

4.1.1 試験品質の向上 

「新試験管理システム」については、品質管理文書として対応するためのバージョンアッ

プおよび動作検証が終わり、登録作業を再開した。マスター入力に長けた人員を専任者とす

ることで、スピードアップを図ったが、年度目標 50 件に対して 20 件にとどまった。試験

品質の向上のために継続して取り組んでいる『より実効的な試験手順書への改訂』と『試験

手順ワンポイント標準の制定』は、試験手順書/品質文書改訂時のチェックリストにより作

成し、2025 年度の定期見直対象 82 件に対して全件 82 件を終了した。今年度から作成を開

始した「WEB 受付システム」は、名称を「Ligare」（ラテン語でつながるの意）とし、親し

みやすいユーザーインターフェイスを目指している。今年度、基本的なデバック作業を完了

しβ版が完成した。2026 年度は取り扱い説明書を整備し試験運用を開始する予定である。

また、毎年参加しているフランス CERTIFER 主催の試験所間比較プログラムでは、試験所

間比較において試験所平均値に対して外れたデータがあったが、試験体の判定方法に誤り

があったことが原因であり、手順書にその判定方法を追加した。2026 年度も参加を継続す

る予定である。 

4.1.2 試験技能の伝承と人材育成 

試験員の人員配置の柔軟性を上げるために、1 試験に 2 人以上の試験者認定を目標として

認定数の拡大を図り年度 6 件の目標を達成した。また、雷インパルス試験機のノイズ対策

を実施し、新規格に対応するための検討を通して高電圧試験のエキスパートから若手に対

して技術伝承を進めた。 

  



 

4.1.3 試験事業の安定化と持続的成長 

大型排ガス処理施設関連設備については、今年度は廃液タンクの更新を行った。 

試験価格については、2025 年度は全体的な一律アップではなく、不採算の試験について

価格の算出基準を定め、垂直トレイ・一条燃焼などへの適用を開始した。第二課の機械・電

気・環境試験についても順次見直しを行った。 

4.1.4 安全向上、作業環境改善 

無事故・無災害は最も重要な目標として、うっかりボンヤリ防止など、危険感受性の向上

を目的とした「ヒヤリハット」、「KYT」について継続している。「指差呼称推進活動」につ

いては、作業に直結した内容を各所に掲示し打合せ後に指差呼称することで現場作業への

浸透を進めた。「2S3 定活動」と「安全改善活動」についても継続し、年度を通じて無事故・

無災害を達成した。作業環境改善については、暑熱対策としてクールベスト、冷凍冷蔵庫を

増設し、アイススラリー、アイスノン等の常備を行った。また、ライザーケーブル燃焼試験

においては、防護服を使用する必要があり、暑熱対策が難しいことから 7～9 月は試験を原

則実施しない方針とし、会員社への理解を求め了承を得た。 

4.2. 研究事業 

試験評価技術の向上、環境・製品安全に繋がる調査・研究に取り組むことを重点取組事項

とし、JECTEC のコア技術である電線・ケーブルの特性評価技術（材料特性、電気特性、燃

焼特性）向上および「環境にやさしい社会の構築」に繋がる調査・研究を継続している。 

新規研究テーマ候補（次表）に関して、会員社に対してアンケート調査を実施し、上位の

「代替材料（ATO 代替難燃剤）」、「XLPE 代替 PP 電線の調査」、「アルミ線の技術動向調査」

を新研究テーマとすることとした。実施内容とスケジュールを立案し、上期は「代替材料

（ATO 代替難燃剤）」についての活動を開始し、下期からは「XLPE 代替 PP 電線の調査」

を開始した。なお、「アルミ線の技術動向調査」については 2026 年度から開始する計画で

ある。「耐候性試験」、「リサイクル技術調査」、「化学物質規制の最新動向調査」については

継続実施中である。 

 

研究テーマの候補一覧表 

No 分類 テーマ名 業界メリット 

1 海外電線調査 
海外製 XLPE 代替 PP 電線の技術調査と性

能評価 
海外製品調査 

2 アルミ電線評価 国内外のアルミ線の技術動向調査 情報収集 

3 環境調査 
DPP（デジタルプロダクトパスポート）の

動向調査 
情報収集 

4 代替材料 
①ATO 代替難燃剤適用ケーブルの評価 

②環境規制対象材料の代替品調査・評価 

個社ではなく業界 

全体で情報共有 

5 新試験 圧縮永久歪と摩耗輪試験結果の相関評価 試作回数と費用低減 

6 新試験 試験機の開発（例 UL2556 7.10 摩耗試験） 新しい規格への対応 

7 技術伝承 
通電温度上昇試験における周囲環境条件の

規格化 
試験品質向上 



 

8 事故品調査 

事故品現象の再現 

主な事故原因（電源サージ、過電流、経年劣

化）の検証 

推定原因の実証 

9 海外試験調査 
耐火電線の国内と IEC の耐火試験の比較調

査 

国内電線の実力値 

の把握 

4.2.1 代替材料（ATO 代替難燃剤適用ケーブルの評価） 

セトラスホールディングスが研究している『三酸化アンチモン削減難燃剤の開発』（Go-

tech（成長型中小企業等研究開発支援事業）に採択）のアドバイザーとして協力することと

し、試作材料の評価試験および会員社への情報提供を行った。 

4.2.2 会員社に役立つ情報の提供・提案 

(1) 化学物質規制の最新動向調査 

欧州の U-PFAS（包括的 PFAS）規制案の動向調査に注力し調査を行っている。直近

公開された制限提案の背景文書改定版を要約し電線業界への影響を確認するとともに、

3 月から、JECTEC 会員専用 HP での情報提供を開始した。 

(2) 電線被覆材（プラスチック）のリサイクル 

廃電線被覆 PE 材のケミカルリサイクル技術に対しての性能評価を実施し、マイクロ

波加熱分解による電線被覆材の選別実験を㈱レゾナックにて行いバージン材レベルの高

い収率が得られる事を確認し、特許を共同出願した。 

マテリアルリサイクルについては、東北大学の ERCA 事業（ボールミル）に研究協力

者として参画し、ケーブル水平リサイクルを行っている鉄道業界への発信を進めた。テ

ラヘルツ分光については静岡大学と協力し添加剤単体でのピーク測定を行い、何種類か

の材料にて特徴的なスペクトルが得られた。次のステップとして電線被覆に添加剤を混

ぜ込み、測定を行った結果、識別の可能性を見いだせることが出来たことから、2026 年

度も継続して検討することとした。また分離方法として摩擦静電識別を候補とし XLPE

と PE の分離実験を計画している。 

 

5. 広報・研修事業 

業界ニーズに応える研修会とセミナーを計画・実施し、電線産業に係る人材育成をサポー

トした。また、JECTEC の知名度向上のための広報活動及び新規顧客獲得を目的にしたニ

ーズ調査活動を実施した。 

5.1 研修・セミナー 

(1) 研修 

昨年度実施した研修会等でのアンケート結果を受け、技術関係の人材育成および技術・

技能伝承を目的とした実務的な研修に対して会員社から強いニーズがあったことから、

電線の基礎知識、電線製造・試験に関する座学と実習の研修を実施した。また、講師との

コミュニケーションを考慮し、すべて対面開催とした。 

  



 

 

研修会の開催実績 

2025 年

5 月 

電線製造工程研修会（講義） JCMA 協賛事業 

定員 35 名 

対面 

参加者 36 名 

7 月 
電線押出技術研修会（講義・実習） JCMA 補助事業 

定員 16 名 

対面 

参加者 20 名 

9 月 
電線技術者初級研修会（講義） JCMA 協力事業 

定員 25 名 

対面 

参加者 25 名 

11 月 
電線技術者初級研修会（実習） JCMA 協賛事業 

定員 15 名 

対面 

参加者 18 名 

2026 年

2 月 

電線製造工程研修会（講義） 

※ 伸線・撚線工程特化型研修（新規） 

JCMA 協賛事業 

定員 20 名 

対面 

参加者 23 名 

 

(2) セミナー 

今年度は、環境分野に注目し、有識者の意見を参考に、「温室効果ガス（GHG）」に関する

セミナーを開催した。 

2026 年 1 月 
「温室効果ガス（GHG）関連セミナー（初級編）」 

大阪 13 名 

2026 年 3 月 東京 26 名 

5.2 広報活動の推進 

広く JECTEC を知ってもらうべく、各種情報発信ツールの活用による PR 活動を実施し

た。 

(1)  JECTEC ホームページについては、目的のページを素早く検索出来る様に受託試験の

検索機能を追加した。また、顧客の興味のポイントをタイムリーに確認するために、ア

クセス分析を進め、検索履歴からアクセス数の推移、問い合わせまでの流れを確認し

た。 

(2) JECTEC NEWS については、2025 年 7 月に No.101、2026 年 1 月に No.102 を発行し

た。 

(3) 新聞その他メディアについては、電線新聞だけでなく、技術交流会では鉄鋼新聞、産業

新聞、日刊工業も活用し広報活動を実施した。 

5.3  会員社等サービスの向上 

JECTEC の各種サービスに対するニーズ調査活動を強化し、会員社サービスの向上、

新規顧客獲得を目指して活動を行った。 

(1) 外部団体（難燃材料研究会、電線技術研究会）での講演や講和を通じて、JECTEC の

受託試験・認証等に関する情報提供や意見交換を推進した。 

(2) 会員社を 12 社訪問し、JECTEC の活動状況や最新サービス情報を提供し、意見交換を

実施した。 

(3) 顧客との技術交流を目的とした技術交流会（2025 年 10 月）を企画・運営した。また、

2026 年 3 月には会員社への有益な技術情報の提供を目的とした、研究発表会を実施し

た。 



 

会員社等との交流 

2025 年 

10 月 8 日 

技術交流会 技術交流等を通してご要望を含めた意見交換会 

【事例紹介テーマ】 

・高電圧試験装置の改善_雷インパルス電圧発生器 

・高電圧試験装置の改善_部分放電試験のノイズ対策 

・Cat6A 型式試験の実績と今後 

・JIS C 3005 改正の説明 

・新試験管理システムの導入 

・Web 受付システム 

JECTEC 

 

参加者 

42 名 

2026 年 

3 月 19 日 

研究発表会 有益な技術情報の共有を目的とした発表会 

【発表テーマ（予定）】 

・（基調講演）テラヘルツ波の実⽤化技術について 

・廃電線被覆材のリサイクルに関する調査・研究 

・次世代難燃剤の開発（外部による発表） 

・汎用 PC レベルで可能な簡易燃焼シミュレーション

の検討 

・化学物質規制動向調査 

・架橋 PE 代替 PP 化の調査・研究 

浜松 

 

参加者 

40 名 

 

 

6. 2025年度固定資産取得状況 

資産名称 取得額（円） 

新規 

WEB受付システム 7,029,000 

電線皮むき機 3,121,470 

高電圧波形測定用オシロおよび高圧プローブ 1,441,000 

高電圧試験室／壁面アース設置 5,678,200 

部分放電測定用電源 2,589,400 

スクレープ摩耗試験機用恒温槽 2,796,530 

高電圧試験室／試験エリアへのエアコン設置 1,078,000 

燃焼棟へのスポット空調機設置 2,970,000 

その他 3,261,500 

更新 

試料調整室／温湿度空調設備の更新 7,315,000 

スタイナートンネル更新 13,090,000 

照明 LED化 4,334,000 

その他 334,400 

改造 
高電圧試験室／インターロック・フェンス改良 750,200 

駐車場の整備 4,070,000 

【固定資産取得合計】 59,858,700 

 

  



 

Ⅱ．定時総会 

2025 年度定時総会を 2025 年 6 月 13 日に開催し、以下の議案につき原案どおり可決さ

れた。 

第 1 号議案 2024 年度事業報告および計算書類（貸借対照表および正味財産増減計

算書）等に関する件 

第２号議案 補欠理事 1 名選任の件 

また、以下の事項について報告がなされた。 

第１号 2025 年度事業計画書および収支予算書の件 

 

Ⅲ．理事会 

理事会を 2025 年 5 月 19 日（第 149 回）、2025 年 7 月 14 日（第 150 回）、2025 年 11

月 17 日（第 151 回）および 2026 年 3 月 16 日（第 152 回）の 4 回開催し、以下の事項

について議決・報告がなされた。 

 

〇第 149 回（2025 年 5 月 19 日開催） 

(1)代表理事（会長）および業務執行理事（副会長・専務理事）の職務の執行状況の報告 

(2)2024 年度事業報告および計算書類（貸借対照表および正味財産増減計算書）等に関

する件 

(3)2025 年度予算（案） 

(4)補欠理事候補者に関する件 

(5)2025 年度定時総会の招集に関する件 

 

〇第 150 回（2025 年 7 月 11 日） 

(1)専務理事役員報酬の件 

 

〇第 151 回（2025 年 11 月 17 日） 

(1)代表理事（会長）および業務執行理事（副会長・専務理事）の職務の執行状況の報告 

(2)2025 年度上期事業報告および下期見通し 

(3)建物・設備整備計画に関する件 

(4)役員、運営委員の改選に関する件 

(5)センター保有の現金預金の運用に関する件 

(6)役員選定基準の見直しに関する件 

(7)業務執行理事兼専務理事候補者の選定に関する件 

(8)役員在任年齢規則の改正に関する件 

(9)会員の入会に関する件 

 

〇第 152 回（2026 年 3 月 16 日） 

(1)代表理事（会長）および業務執行理事（副会長・専務理事）の職務の執行状況の報告 

(2)2025 年度事業報告（案）および決算見通し 

(3)建物・設備整備計画に関する件 



 

(4)役員および運営委員会等の委員に関する件 

(5)会員退会に関する件 

(6)2026 年度事業計画（案）および予算（案） 

(7)役員選定基準における監事社の選出に関する件 

(8)「組織規則」改正に関する件 

(9)2026 年度定時総会および第 154 回理事会の招集に関する件 

 

Ⅳ．役員交代 

定時総会において、穂積直裕氏が補欠理事に選定された。 

 

Ⅴ．会員状況 

 2025.3.31 現在 入会 退会 2026.3.31 現在 

正会員 68 1 5 64 

賛助会員 24 0 2 22 

 

Ⅵ．一般事項 

(1) JECTEC 役職員内訳 

 2025.3.31 現在 2026.3.31 現在 増減 備   考 

専 務 理 事 1 1 0  

出 向 職 員 10 11 +1 試験員＋1 

プロパー職員 22 22 0 1 名採用、1 名退職 

非常勤職員 0 0 0  

計 33 34 +1  

 

(2) 委員会活動 

〇運営委員会 2 回（2025.11.7、2026.3.2） 

〇技 術 部 会 2 回（2025.10.17、2026.2.13） 

 

(3) 電子公告・情報公開 

法令に基づき、貸借対照表をホームページ上で公開した。 

総務省から所管府省に対して出された検査検定・資格認定などに関する勧告に従い、

法定認証事業（特定電気用品適合性検査、耐火・耐熱電線認定および JIS 製品認証）に

ついて、事業毎の損益などをホームページ上で公開した。 

 

 

  



 

Ⅶ．理事会・委員会一覧表 

（2026 年 3 月 31 日現在、敬称略） 

 役員名     委員名         社名 

理 事 会 会  長 岡本 達希   元東北大学客員教授 

副 会 長 森下 裕一   SWCC 株式会社 

専務理事 佐藤 公一   一般社団法人電線総合技術センター ：常勤 

理  事 海老沼 康光  元湘南工科大学客員教授 

佐古 猛    静岡大学特任教授 

松本 隆宇   元静岡大学教授 

中島 英史   一般社団法人日本電線工業会 

佐々木 茂俊  住友電気工業株式会社 

尾鍋 和憲   株式会社フジクラ 

上田 芳弘   タツタ電線株式会社 

高安 晋一   東京電線工業株式会社 

監  事 内藤 雅英   沖電線株式会社 

坂本 一将   株式会社関電工 

運営委員会 委 員 長 藤田 道朝   SWCC 株式会社 

委  員  内野 道夫   住友電気工業株式会社 

桜井 貴裕   古河電気工業株式会社 

木島 孝    株式会社フジクラ 

黄 得天    株式会社プロテリアル 

石井 伸直   株式会社フジクラ・ダイヤケーブル 

土橋 秀也   タツタ電線株式会社 

酒井 良太   矢崎エナジ－システム株式会社 

熊谷 武志   東京電線工業株式会社 

木本 洋一郎  沖電線株式会社 

中島 英史   一般社団法人日本電線工業会 

運営委員会 

技 術 部 会 

部 会 長 藤田 道朝   SWCC 株式会社 

委  員 渡邊 健    住友電気工業株式会社 

鈴木 裕    古河電気工業株式会社 

市川 雅照   株式会社フジクラ 

渡部 孝信   株式会社プロテリアル 

荒木 章吾   株式会社フジクラ・ダイヤケーブル 

松浦 正憲   タツタ電線株式会社 

鈴木 宏典   矢崎エナジ－システム株式会社 

大岩 祐樹   西日本電線株式会社 

山本 好基   株式会社 TOTOKU 

宮﨑 智央   沖電線株式会社 

井上 剛介   東日京三電線株式会社 

鈴木 一成   ＪＭＡＣＳ株式会社 

郡司 勉    一般社団法人日本電線工業会 

運営委員会 

企 画 部 会 
休会中 

 

以 上 


